
緒言

　災害看護は，被災した人の体験と災害支援者の支援

活動によって知識・技術が累積されてきた．災害の種

類や被害の規模，被災地の文化・社会的背景によって

被災者の体験的意味や生活および健康への影響は異な

り，ひとたび災害が生じると，看護の知識と技術を統

合しつつ，新たな課題に対して柔軟な対応が求められ

る．

　新潟県は，2004年７月13日に三条市の集中豪雨に

よって死者９人，被害世帯7,511世帯の広域の水害を

被った．さらに同年10月23日にマグニチュード（M）

6.8の直下型大地震によって新潟県中越地震が発生し，

死者40人，全半壊約13,000棟の被災を受け，その年の

冬には追い打ちをかけるように豪雪に見舞われた．３

年後の2007年７月にM6.8の新潟県中越沖地震が起こ

り，死者15人，住家約7,000棟の全半壊の被害を受けた．

新潟県は近年において自然災害による被災経験県であ

り，また被災を乗り越えた復興県である．

　災害支援活動は，災害対策基本法に基づき，県，市

町村その他の関係機関が役割分担し，自治体，事業者

団体，多様なボランティアとの協力関係のもと実施す

ることが求められる．そのためには平常時から自治体

と関係機関が連携し，災害時の支援体制の強化を図る

必要がある．中でも看護職による災害支援活動は重要

とされ，都道府県看護協会と都道府県との災害看護に
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要旨　過去に被災県として経験した災害看護を基盤に，2009年２月に防災及び災害支援の一環として自治体

と新潟県内の５看護系大学等教育機関の７構成員で組織する新潟県大学災害支援連携協議会が発足した．本

研究は，協議会発足後どのように連携・組織化が発展したかを明らかにするために，７構成員がそれぞれ発

足時の2009年２月と，2012年７月当時のエコマップを画き，変化を分析した．結果，発足当時は全構成員の

連携数が合計51，３年５か月後には80と増加した．連携先の変化としては，大学内の他部署との連携，大学

同士の連携，大学と自治体との連携がみられた．さらに災害医療コーディネートチームやNPO，そして有志

等個人と，専門性の高い組織から個人の参加まで幅広く組織化し，協議会自体が拡大した．連携と組織化が

進んだ要因は，防災という目的が明確であったことと，東日本大震災による近隣県の被災者を救護した際の

協働活動が組織化を推進したと考察した．
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おける協力協定の締結が阪神・淡路大震災以降進めら

れてきた．その背景には，災害が起こると，県の指揮

命令系統はなかなか計画通りに稼働せず１），さらに被

災地の看護師・保健師の心身の疲労や負担の軽減の必

要性が判明したからである２）．

　新潟県中越地震において，当時新潟県南魚沼地域振

興局健康福祉部保健師は，広域に発生した被災市町村

から看護支援要請の聴取と，日本看護協会，新潟県看

護協会，新潟県看護職員統括部署の派遣元との調整用

務にあたった３）．その経験の中で被災市町村へ派遣す

る際には可能ならばその地域の土地勘があることと市

町村のスタッフと関係ができている職員を配置できる

配慮の必要性を報告している．

　東日本大震災では，被災後７日目に地元大学看護学

部が被災県自治体から要請を受け，避難所で支援活動

として健康相談を行っているが，被害が広範囲に及ん

だために自治体が避難所内部の把握が困難であったこ

と，そして診察にあたった医療班が避難住民の把握ま

で至らなかったことを報告し，自治体との早い段階か

らの連携の必要性を述べている４）．

　看護系大学等教育機関（以下「大学」）は，学校防

災はもとより防災教育の充実を図るとともに，専門性

を活かし地域の防災および災害支援に関する役割と機

能を有する．災害支援等には共助・公助が必要である．

大学が災害支援に取り組んでいく上では，地域の一員

として，地域住民との連携が不可欠である．「自助を

おこなう地域住民の生命と健康を支える災害支援」を

共通の目標とし，効果的な目標達成のために協働する

意図的な集合体としての組織づくりは，大学の課題で

あり，県をはじめ自治体の課題でもある．

　被災を経験した新潟県内の大学は災害看護を基盤

に，防災および災害支援の一環として自治体と組織

化・連携に取り組んだ．大学が自治体と組織化・連携

に取り組んだ例は他に報告がない．自治体と大学が共

に取り組んだ新潟県大学災害支援連携協議会（以下「協

議会」とする）の活動を整理し，組織化・連携を可能

にする要件を分析したので報告する．

Ⅰ　研究目的

　協議会を発足し連携体制を敷いた2009年から，東日

本大震災後2012年までに経験した活動を通して，協議

会がどのように組織化し発展したかを明らかにし，大

学と自治体との連携の要因について考察する．

Ⅱ　協議会の発足の経緯と活動

　新潟県内の看大学は，県内で2004年以降に発生した

水害と震災による三度の大災害時に，災害支援を経験

した．災害支援の内容は大学毎に異なるものの，その

経験を地域の災害予防に生かしたいと考えていた．

　新潟県中越沖地震後，大学は県の福祉保健部から災

害発生後に実施する被災地個別健康訪問調査の「被災

者健康相談票」の改善を依頼された．それまで被災者

健康相談票は各自治体で作成され統一されていなかっ

たため，地震後被災地域の全戸訪問調査を実施した際，

調査に参加した他の自治体の保健師，医療機関の看護

師等に調査票記入方法の説明が必要であった．これを

契機に，2008年２月に県内の４大学が声を掛け合って

県内で統一して使用される「被災者健康相談票」の作

成と災害看護に関する情報交換を目的に第１回協議会

を開催した．発足当初，各大学が災害支援活動を報告

し合い，大学間の連携の方向性を，特に初動期の支援，

中長期的健康支援，そして行政機関との連携について

話し合った．第２回から，県福祉保健部看護介護人材

係長および企画課長（2013年４月に「医師・看護職員

確保対策課」に改組）の出席が可能となり，協議会が

新潟県のニーズに応えることをめざして活動すること

の合意がなされた．活動の具体化に向けて，設置目的，

協議事項，組織等を定める協議会要項を約１年かけて

作成した．2009年２月には，県内に災害が起こった場

合，県災害対策本部が把握している情報をもとに，協

議会と各大学が被災市町村との連携を検討できるよう

に県から「協議会に係る災害時の連携について」（図１）

が示された．この連携体制に基づいて協議会と各大学

による災害支援体制が整った．なお，「協議会に係る

災害時の連携について」はその後３度改正を行った．

　協議会は要項に記した年４回の開催を目標とし，

2012年６月までに17回開催された．なお，2010年２月

から１大学が，さらに2012年２月に新潟市保健所が加

わった.
　協議会の活動は，主に保健所および市町村との連携，

支援体制づくりをめざし，大学が連携する保健所・市

町村との情報交換・交流，そして必要に応じ災害支援

連携計画立案の協働等に関与することであった．大学

と連携する保健所・市町村は，保健師教育等において

調整された実習施設毎に設定され，１大学が２から３

か所の保健所と，保健所が管轄する４から８市町村と

の連携・交流をもつこととした．そのためにまず保健

所・市町村・大学の連絡窓口を設置した．協議会は他
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の活動として，各大学の防災訓練を含め災害支援や研

究の取り組み，災害看護の教育計画等に関する情報交

換，県内で災害が生じた際に共通に使用される「被災

者健康相談票および記入要領」の作成，新型インフル

エンザ流行時期の各大学の感染予防対策に関する情報

交換，各種災害看護関連研修会の案内および研修会参

加者からの報告等を実施した．

Ⅲ　方法

１．対象

　対象は大学５校と県福祉保健部および市保健所の協

議会構成員（以下「構成員」）である．構成員がエコマッ

プを描きデータとした．

２．研究手法

エコマップを用いた事例分析である．

３．調査方法

　各構成員が正式に協議会が発足した2009年２月から

東日本大震災を経験し協議会が安定期を迎えた2012年

７月までの３年５か月の活動を振り返り，協議会発足

後の構成員の組織化の変化を分析するためにエコマッ

プを描画した．エコマップの描画は2回とし，2009年2

月当時をベースライン（１回目），２回目を３年５か

月後の2012年７月当時とした．

　エコマップはHartman.Aによって開発され，本来ソー

シャルワーカーがクライエントのニード評価のために，

クライエントを中心に家族関係地図として円や線で図

式化し関係性や問題を把握するために活用される５）．

　エコマップの描画のルールを構成員間で事前に決め

共通理解した．描き方は構成員個々を分析の焦点者と

し二重の円または四角で表し，焦点者との関係性を有

する機関・個人等を機関の種類により指定した図形

（〇・□等）で表し，連携・交流の頻度の多い機関・

個人は近接した位置に配置する．関係の強さは両者を

結ぶ線で説明し，点線と実線，あるいは実線の太さで
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図１　「新潟県大学災害支援連携協議会」に係る災害

時の連携について

図２　エコマップの描画方法
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関係の密接性を表わし，支援の提供・授受が一方向で

あれば線の先端に矢印をつけ，相互関係があれば双方

向に矢印をつけて示す．また，エコマップの描画とと

もに関係形成のエピソード，交流内容を記述すること

とした．

４．分析方法

　各構成員が描画した２回のエコマップと関係形成の

エピソード，交流内容の記述から，分析焦点者を中心

とした組織の変化を量的に，関係性の変化を質的に分

析した．量的変化はエコマップに描かれた焦点者との

連携を表す線の数を数えた．関係性の変化は点線や実

線等線種の変化，矢印の有無および関係形成のエピ

ソード，交流内容を１回目と２回目に分けてそのまま

記述し主要な内容に注目した．たとえば，A大学の県

保健所との１回目の記述に「2007年７月の中越沖地震

での支援で関係を形成」とあり，主要な内容は「新潟

県中越沖地震での支援関係」と分析し結果とした．

５．調査期間

　エコマップの描画は，2012年11月から2013年５月に

実施した．

６．倫理的配慮

　協議会活動を研究として報告する趣旨と方法の説明

を構成員が全員出席する会で提案され，構成員全員か

ら実施の賛同を得た．ただし，研究参加は各構成員の

自由意思とし，エコマップの描画と関係形成のエピ

ソードの提供は任意とした．公表においては大学名，

自治体名は記号化し匿名化した．

Ⅳ　結果

１．各構成員のエコマップ

　各構成員の2009年当時と２回目の2012当時のエコ

マップは図の通りである．（図３）エコマップは各構

成員が認識した関係である．

２．量的変化（表１）

　各構成員を分析焦点者とした時，１回目の連携・交

流の関係を示す対象数は大学では最少３，最大14，行

政では県福祉保健部が７，市保健所１で合計51，全体

 

 

 

 
 

 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

図３　構成員のエコマップの変化
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平均7.3であった．２回目では，大学が最少９，最大

17，県が８，市保健所２で合計80，全体平均11.6と１

回目と比較し増加した．

３．線の変化と質的変化

１）大学を分析焦点者とした場合

　大学間の関係は，新たに実線でつながりかつ相互交

流関係に変化したのはB大学と，点線から実線に変化

し相互交流関係となったC大学があった．これら２校

は協議会設立後に情報交換，協働による災害支援活動

が行われる関係に変化した．E大学はそれまで他大学

とつながっていなかったが，協議会加入をきっかけに

連携が始まった．

　県福祉保健部との関係では，A大学はすでに2007年

の新潟県中越沖地震の際に支援関係を形成した．2012

年の時点で実線による相互交流関係が維持されたB大

表１　エコマップ分析結果　連携・交流の関係の変化

看護系大学と自治体との連携による災害支援組織の発展過程

～新潟県大学災害支援連携協議会活動のエコマップを用いた分析～
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学は，県が大学の設置者であり，従来から災害時の情

報交換や救護要請を行う関係であった．

　保健所との関係は，新たに点線でつながったB大学

は年１回程度の情報交換が行われる関係であり，点線

が太い実線に変化したA大学においては地域看護学実

習の受け入れとしての関係から保健所主催の研修会に

教育機関の教員が参加，また年１回程度の情報交換を

行う関係に変化した．細い点線から太い点線に，そし

て相互関係を築いたC大学は，災害に関連する交流は

稀な関係であるが，地域看護学の実習を通して日頃の

交流による関係性は良好である．実線が維持されたD
大学は静穏時に顔合わせ，災害対策準備，有事時の連

携内容等の模索を少なくとも年１回行う関係が継続し

た．

　市町村との関係は，自治体によってつながり方が異

なる．保健所を介してのつながりが点線から実線でつ

ながり，一部の自治体と直接的に実線でつながったA
大学の他，C大学は細い実線が太い実線にかつ相互交

流関係に至った．B大学は大学施設の一部を災害時の

避難所として市から指定を受け，２回目当時において

も市と避難所の提携を継続した．D大学と自治体との

関係は，細い点線から太い点線にかつ相互交流関係に

至った自治体，太い実線が維持された自治体，そして

災害支援を終了した後に自治体との連携を解消した．

D大学はU市水害時にU市の応急仮設住宅居住者の健

康支援を市と連携するなど交流したが，本協議会が大

学と保健所・市町村の連携を図るために体制を構築す

る際に連携担当が変わった．大学の保健師教育等にお

いて実習施設毎に設定された，１大学が２，３か所の

保健所と,保健所が管轄する市町村と連携するよう調

整された．その結果，D大学は交流のあったU市がC
大学と連携することになったため，U市との連携を解

消した．D大学はT市AB地区およびS村とも同様の過

程をたどった．Ｅ大学の場合は，当初から近隣地域の

６市町村と相互交流関係があり，2012年時点まで維持

され，さらに１市と災害時の協定を締結し相互交流を

示す太い線で結ばれた．

　A大学は自治体との関係が点線から実線でつなが

り，その理由に「担当地域が『看護系大学が協議会を

作っている』『自分たちの地域で災害が起こったら，

大学からの支援を受けることができる』と理解してい

る」と記述があった．また，実線が維持された自治体

とは避難所の提携を継続し，防災教育に協力した．実

線の関係は，静穏時に少なくとも年１回の顔合わせ，

情報交換，災害対策の準備に協力しあう関係であった．

A大学，C大学，D大学は自治体と細い点線から実線

に変化した．実習施設としての交流のみの関係から，

東日本大震災後に共同で避難所での救護活動を行った

ことによって実線に変化した．

　A大学は県看護協会と災害看護研修会の講師派遣や

看護協会の災害看護委員の委嘱を通して連携し，関係

は継続している．

　２回目に大学が連携する特異な協力者として， B大
学の災害関係NPO，D大学のAH研究所などの専門機

関，あるいは東日本大震災後の災害支援活動を共に実

施する看護職ボランティアの新たな参加がみられ，い

ずれも太い実線で結ばれかつ相互交流を示した．

２）行政機関を分析焦点者とした場合

　県福祉保健部と県保健所との関係では，太い実線で

相互交流関係が維持され，これは新潟県中越地震後に

災害時保健活動に関する研修会の実施，健康危機管理

体制を整備する関係であり，2012年には東日本大震災

後に大規模災害に備えた訓練と体制整備の研修会を実

施する関係となった．

　県福祉保健部と市町村とでは細い実線が維持され，

協議会および大学とは細い実線で維持された．１回目

には，協議会や大学の災害支援の役割等を明確に認識

しなかったが，東日本大震災後に市町村は大学と協働

で県外避難者の支援を行い相互に交流した．しかし，

支援内容は大学毎に差があると認識していた．

　市保健所と県福祉保健部との間では実線の相互交流

関係が維持され，県福祉保健部側の認識と同様であっ

た．大学との関係は以前から実習施設としてつながっ

ている状態であり，新たに実線でつながる関係に変化

したのは東日本大震災後に被災・避難者に対する救護

活動を協働で実施したことによるものであり，さらに

その後有事時の連携・協働内容の確認が行われた．

　

Ⅴ　考察

　協議会の構成員が描いたエコマップはそれぞれの認

識であるため，相互関係は必ずしも一致していない．

構成員による認識は交流や災害支援活動等の実態を伴

う認識である．協議会設立後３年５か月の間に災害支

援に関連する構成員間の既存の関係は連携および交流

が維持され，さらに連携組織数を増やし拡大した．大

学は，県をはじめ市町村自治体とは地域看護学実習等

を通した定期的な交流がすでにあったが，それは教育

に限定されたものであった．水害のあった2004年以降，

新潟県内に発生した災害を契機に大学と自治体の連携
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がみられるようになった．当初，多くの大学は災害が

発生した際に地域に貢献したいと考えていたものの，

役割と明確な支援内容を示すことができなかった．そ

のため大学の役割・機能を県および市町村に理解され

なかった．大学教員は災害の急性期に必ずしも活動で

きるわけではなく，大学によっては災害直後に災害看

護活動の許可が下りる場合もあるが，下りない場合も

ある．大学毎に校務従事が定められているため活動可

能時期や内容が一様ではなく，足並みを揃えることは

困難である．そのような背景のなか，各構成員は防災・

減災目的を念頭に市町村の連絡窓口担当者と年１回程

度の情報交換につとめ，あるいは防災訓練に参加し，

中には自治体から指定をうけ避難所としての役割を担

い，また，実習を通しての日頃の関係性を維持した．

Ｅ大学のように協議会加入前から近隣市町村自治体と

実習調整として交流し，協議会加入を契機に災害支援

に関する連携を開始した大学もあった．日頃の交流が

災害に関連しないものであっても顔なじみの関係が目

的を一にした連携，組織化の要因となる可能性を示唆

した．

　大学は2009年の時点では少なくとも４機関と連携し，

多い大学で15の機関と連携があった．2012年には各構

成員の連携する機関が増えた．A大学，C大学，D大

学そして県福祉保健部と市保健所は，東日本大震災後

に連携が増え，関係性が実線でつながるなど強化した．

さらに連携先が災害医療コーディネートチームや研究

所等専門機関，看護職ボランティア等個人と多様性が

みられる．特に太い関係性を示したのは大学と具体的

な支援活動を協働した自治体とであった．

　災害看護を役割として連携を結んでいるのは都道府

県と都道府県看護協会であることは前述したとおりで

あるが，全国的にみて県行政が都道府県看護協会と災

害支援活動について連携・協議を実施しているのは平

成25年度では38県（80.9％）であり，うち書面での協

定は50％であると報告された６）．各県看護協会は災害

支援ナースを養成し登録を行っている．災害支援ナー

スは平常時に病院等施設に勤務し，災害発生時に県行

政経由で，あるいは県看護協会の派遣要請で活動にあ

たる．県看護協会は災害支援ナースが勤務する施設と

書面での申し合わせ等提携が行われていなければなら

ない．日本看護協会は，災害支援ナースの派遣時期を

通常発災後３日以降から１か月間を目安とし，１人の

活動期間は原則として移動時間を含め３泊４日と決め

ている．災害救助基準では避難所の設置は災害発生の

日から７日以内，救護班活動など医療救助は14日以内，

そして応急仮設住宅の供与は災害発生の日から20日以

内に着工することが定められている．発災後１か月間

は派遣された災害支援ナースの災害看護活動が期待さ

れる．しかしながら，東日本大震災において，住家被

害は全壊12万7000棟，半壊および一部破損103万5000

棟と膨大で，かつ復興までに長期間を要する場合は災

害支援ナース以外のサポート体制が必要となる．災害

はその規模が大きいほど，公的機関の救助活動は制限

され，限界がある７）．自主防災組織は自治体とともに

地域住民が自主的につくるものである．復興期支援は

各自治体に委ねられる．小規模自治体の保健師は災害

時に医療専門職として期待され，近隣の保健師に救援

依頼ができず，協力の要請に対しても適切な対応がで

きない状況となる８）．ボランティアに依頼する業務の

手配や準備を行わなければならず，地域を良く知る保

健師は住民から信頼され，一人で多数の役割を負う．

東日本大震災後，県と市保健所が県外避難者を受け入

れ，協議会構成員の大学が，救護活動や応急仮設住宅

居住者の健康支援活動を実施し，その活動を通してさ

らに相互交流が進められると考えられた．

　大学においても自然災害における学生・教職員の安

全は重要な課題である．そのためには，災害時に迅速

かつ適切に対処することはもとより，その危険を未然

に防ぐことが重要である．文部科学省は，児童生徒を

始め学生の一日の大半を過ごす活動の場であるととも

に，災害時には避難所として活用される教育施設の耐

震化をはじめとして防災行政を推進している．教育機

関における防災および災害支援活動は行政との連携な

くして進めることはできない．地域の防災に関する施

策や資源を看護系大学が把握をし，地域に大学が有す

る専門知識や技術を活用されることが期待される．

　希薄であった構成員間の関係では，特に大学は自治

体と少なくとも年１回の顔合わせ，相互交流を図り，

有事時に備えている．災害時大学が避難所として地域

に提供することを自治体と提携しているB大学のよう

に具体的な内容が計画されていると心強い．連携関係

を構築する際には，地域の人口構成や社会資源，自治

体の防災計画を把握していること，そして自施設は災

害時に何を支援できるか，いつできるのか，だれがで

きるのかを明確にしておく必要がある．特に 当該県

は離島と豪雪地域を有し連携方法に課題があり，今後

一層の組織化・拡大化に務めなければならない．
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Ⅵ　結論

　2009年２月に発足した協議会が2012年７月までの組

織・連携の変化を構成員の認識によるエコマップ描画

によって分析した．結果，当初は全構成員の連携数が

合計51，３年５か月後には80と増加した．構成員の組

織の変化は，大学内の他部署との連携，大学同士の連

携，大学と自治体との連携がみられたことと，さらに

災害医療コーディネートチームやＮＰＯ，そして看護

職ボランティアと，専門性の高い組織から個人の参加

まで幅広く組織化し，協議会自体が拡大した．大学間，

大学と自治体との連携が進んだ要因は，防災という目

的が明確であったことと，日頃の交流が連携を容易に

し，東日本大震災による近隣県の被災者を救護した際

の協働活動が組織化を推進したと考察した．
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Abstract　On the basis of the experiences of Niigata Prefecture in disaster nursing in past disaster situations, the 
University of Niigata Prefecture Disaster Aid Cooperation Council was constituted in February 2009 as part of a system 
for disaster prevention and disaster support, consisting of autonomous communities and educational facilities, including 
nursing universities. In the present study, 7 members of the council drew their ecomaps in February 2009 and July 2012, 
and the differences were analyzed, in order to clarify how the council developed cooperation and achieved systemization 
after it was constituted. The results showed that the number of cooperative relationships for all of the members increased 
from 51 in total at the time of constitution of the council to 80 after 3 years and 5 months. The changes in the systemization 
of the members showed the development of cooperation between different departments within a nursing university, 
among universities, and between universities and autonomous communities. It was also found that a wide variety of 
members from highly specialized agencies to individuals, such as disaster medical coordination teams, NPOs and 
volunteers participated and achieved systemization in the council, leading to expansion of the whole organization. Such 
development in cooperation and systemization was considered to be due to the establishment of substantive mutual 
exchanges among nursing universities and autonomous communities, as well as due to push forward the organization by 
its collaborative works in disaster relief for victims of the Great East Japan Earthquake also in neighboring prefectures.
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